
令和７年度愛知県国民健康保険団体連合会事業概要 

 

 国民健康保険は、他の医療保険制度に加入されていない全ての方を対象とした医療

保険制度であり、国民皆保険の最期の砦として地域医療の確保と健康増進を支える重

要な役割を担っております。 

しかしながら、先般、厚生労働省が公表した調査報告では、令和７年９月末時点に

おける国民健康保険の被保険者は、少子高齢化や被用者保険の適用拡大を背景に、対

前年で約 90 万人減少の 2,182 万人となる一方、医療の高度化等により、１人あたり

医療費は増加しており、国保を取り巻く環境は一層厳しさを増しております。 

国においては、本格的な少子高齢化や人口減少が加速する中、持続可能な社会保障

制度の構築を目指した全世代型社会保障の確立に向け、給付と負担の見直しをはじめ

とした医療・介護制度等の改革が進められております。 

 

こうした状況の中、本会の事業運営におきましては、国が推進する医療・介護ＤＸ

の一環として、予防接種のデジタル化に伴う予防接種請求支払業務の実施に向けた対

応や、介護関係者が情報を共有、活用できる介護情報基盤の環境整備を国民健康保険

中央会と連携し取組んでまいりました。 

また、本会の基幹業務である診療報酬審査支払業務につきましては、審査結果の不

合理な差異の解消に向けた審査基準の統一や、コンピュータチェックを活用した効率

的・効果的な審査に努めるほか、「審査支払機能に関する改革工程表」に基づき令和

７年９月に定められた「審査支払システムの共同開発の基本方針」に沿って、審査領

域における支払基金との共同開発・共同利用を順次拡大できるよう、国民健康保険中

央会とシステム開発に関する検討を進めてまいりました。 

さらに、医療費適正化を推進する取組として、レセプト二次点検業務につきまして

は、点検項目の継続的な改善による精度の向上を図るとともに、令和８年度から開始

する訪問看護療養費の点検業務の円滑な実施に向けた体制を整備いたしました。 

加えて、保険者が実施する保健事業の支援では、個別保健事業支援におけるデータ

抽出事業の拡充や、第３期データヘルス計画の目標実現に向けた支援として、健康・

医療情報等のデータの継続的な提供を行うほか、研修会等を開催いたしました。 

 

本会といたしましては、医療・保健・介護・福祉の業務支援を専門的、総合的に行

う機関として、これまでの蓄積してきた知見等を活かし、包括的な支援をしていくこ

とはもとより、システムの標準化により生じる保険者共通の課題や要望等に広域的か

つ効率的に支援することで、これまで以上に保険者の連合体としての役割を果たして

まいります。 



  令和７年度 決算総括 

  令和７年度決算は、予算現額 2,633,410,302,000 円に対し、支出済額 2,469,321,523,227 円

と、93.8％の執行率となった。 

 予算現額 支出済額 前年度支出額 執行率

 円  円  円

１ 一般会計 2,450,410,000 2,150,330,154 760,265,412 87.8%

２ 診療報酬審査支払特別会計（業務勘定） 4,479,296,000 3,915,590,167 3,637,718,068 87.4%

３
診療報酬審査支払特別会計
（国民健康保険診療報酬支払勘定）

465,177,584,000 438,374,513,947 440,391,466,640 94.2%

４
診療報酬審査支払特別会計
（公費負担医療に関する診療報酬支払勘定）

96,755,372,000 85,691,540,530 85,814,054,926 88.6%

５
診療報酬審査支払特別会計
（出産育児一時金等に関する支払勘定）

2,591,276,000 2,081,008,009 2,230,239,391 80.3%

６ 職員退職給付引当資産特別会計 301,744,000 295,358,708 82,491,878 97.9%

７
介護保険事業関係業務特別会計
（業務勘定）

859,100,000 668,784,692 616,135,886 77.8%

８
介護保険事業関係業務特別会計
(介護給付費等支払勘定）

614,260,758,000 576,713,150,258 558,130,102,244 93.9%

９
介護保険事業関係業務特別会計
（公費負担医療等に関する報酬等支払勘定）

5,179,018,000 4,922,916,775 4,634,948,525 95.1%

１０
障害者総合支援法関係業務等特別会計
（業務勘定）

369,896,000 323,675,468 336,245,773 87.5%

１１
障害者総合支援法関係業務等特別会計
（障害介護給付費等支払勘定）

303,603,672,000 285,713,588,607 257,136,906,198 94.1%

１２
後期高齢者医療事業関係業務特別会計
（業務勘定）

3,763,981,000 3,288,310,763 2,885,602,179 87.4%

１３
後期高齢者医療事業関係業務特別会計
（後期高齢者医療診療報酬支払勘定）

1,103,140,554,000 1,037,744,811,127 999,272,361,065 94.1%

１４
後期高齢者医療事業関係業務特別会計
（公費負担医療に関する診療報酬支払勘定）

24,337,006,000 22,113,345,288 21,982,073,609 90.9%

１５
特定健康診査・特定保健指導等事業特別会計
（業務勘定）

368,617,000 318,856,127 365,960,254 86.5%

１６
特定健康診査・特定保健指導等事業特別会計
（特定健康診査・特定保健指導等費用支払勘定）

2,652,010,000 2,410,080,051 2,410,592,998 90.9%

１７
特定健康診査・特定保健指導等事業特別会計
（後期高齢者健康診査等費用支払勘定）

3,120,008,000 2,595,662,556 2,499,155,549 83.2%

2,633,410,302,000 2,469,321,523,227 2,383,186,320,595 93.8%決　算　総　額
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